
１.問 

東京都千代田区に土地を保有する A と、不動産業者

X とで共同マンションを建築する、いわゆる等価交換

事業を行うことになりました。マンション建築後、A は

土地譲渡の対価として土地と同価値の 2 室を取得し、

下図の用途に供する予定です。 
土地は 30 年前の取得時より価値が上昇しており、

譲渡所得の金額として所得税等の課税対象となること

から、下記いずれかの特例の適用を検討しています。

それぞれの特例の適用を受けた場合のメリット・デメ

リットを教えて下さい。 
①立体買換えの特例（措法 37 条の 5 第 1 項 2 号） 
②居住用財産の譲渡にかかる 3000 万円の特別控除

および軽減税率の特例（措法 35 条、31 条の 3） 
なお、建物は耐用年数が経過しており価値はなく、不

動産業者 X は A と特別な関係はありません。 
 

【従前資産の用途】    【事業完了後の用途】 
 

 
２.各特例の概要 
（１）立体買換えの特例（既成市街地等内における中

高層耐火共同住宅建設のための買換え特例） 
等価交換事業のための特例として、「立体買換えの

特例」という制度が設けられています。一定要件を

満たせばその不動産の譲渡益の全部又は一部に係る

所得税等の課税を繰延べることができます。 
A は買換え資産を自己の居住用、および自己の貸

付用に供していることから、他の一定要件を満たせ

ば本特例の適用を受けることが出来ます。主な要件

の概要は以下の通りです（措法 37 条の 5 第 1 項 2
号、措令 25 条の 4、措通 37 の 5-1～5-10）。 
項目 要件の概要 
譲渡資産  三大都市圏の既成市街地等またはこれ

に準ずる区域内等にあること 
用途・所有期間は問わない 

買換資産  地上 3 階以上の中高層耐火共同住宅で、

その建物の 1/2 以上が住宅であるもの 
取得の日から 1 年以内に、自己又は親

族の居住用、自己の事業用・貸付用、同

一生計親族の事業用に供すること 
従前土地の譲渡を受けた者または譲渡

者が、同一敷地内に建築したものであ

ること 
検査済証の交付を受けていること 

取得時期 譲渡年の 12 月 31 日（税務署の承認を

受ければ翌々々年末まで延長可能）ま

でに買換え資産を取得すること 
契約の方式 土地の譲渡・買換資産の取得が売買等

の方法によること（贈与や交換等は×） 
（２）居住用財産の譲渡にかかる 3,000 万円の特別控

除・軽減税率の特例 
  自己が居住していた家屋やその敷地を親族関係等

特別の関係がない相手に売却した場合、一定要件を

満たせば譲渡所得の金額から最大 3,000 万円の控除

を受けることができます（措法 35 条第 1 項、2 項）。

また、保有期間が譲渡年の 1 月 1 日において 10 年

超であることなどの一定要件を満たす場合には、軽

減税率の特例の適用を重ねて受けることができます

（措法 31 条の 3）。なお、（１）の立体買換えの特例

とは併用ができず、選択適用となります（措法 37 条

の 5 第 1 項、31 条の 3 第 1 項）。 
３.各特例を受けた場合のメリット・デメリット 
（１）立体買換えの特例 
 メリット：土地の譲渡益の全部にかかる所得税等の

課税を繰り延べることができるため、今回の申告で

は納税が 0 になります。 
 デメリット：買換え資産の取得価額は、譲渡資産の

取得価額を引き継ぐため、将来買換え資産を売却し

た際に課税を受けることになります。 
（２）3,000 万円の特別控除・軽減税率の特例 
 メリット：3,000 万円までの譲渡益に対する課税が

免除され、3,000 万円を超える部分も軽減税率の特

例の適用があります。取得価額は現在の時価となり

将来への課税の繰り延べはありません。 
 デメリット：譲渡益が 3,000 万円を超える部分は課

税を受けるため、現金が手許に残らない等価交換事

業では、納税が困難であるケースも予想されます。 
（薦田彩子） 
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